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専門学校は，1976（昭和 51）年に誕生した．これは，学校教育法第 1 条に掲げるもの 2）
以外の教育施設で，職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上を図る
ことを目的として組織的な教育を行うものとして同 124 条に規定されている．その設置以















戦略的に推進するための事業を開始した．さらに，その 2 年後の 2013（平成 25）年，より
実践的かつ専門的な能力を育成することを目的として，専門学校における職業実践専門課
程の認定に関する規程が公布・施行され， 2015（平成 27）年現在，全体の 24%にあたる









厚生労働省指定養成施設や職業実践専門課程の認可を受けている専門学校を指定した 3）．  
しかし一方では，先行研究において専門学校の中途退学率の高さが指摘されているので
ある．その指摘内容は，私立専門学校全分野では，毎年 7％程度の学生が中途退学しており，
修業年限が 2 年であれば 14％，3 年であれば 21％の学生が中途退学しているということで
ある．このことは，私立 4 年制大学の 12.4％の中途退学率と比較すると，かなり高いとい



























Child Left Behind ACT of 2001（どの子も置き去りにしない法）の実施や，高等教育では

























3 年間にわたり専門学校調査（18 校，6 専門分野）を実施し，中途退学危険因子の分析・検
討を行いながら専門学校中途退学者を取り巻く状況について明確にする． 
第３章「日本の主な専門学校における学業定着施策」では，先駆的事例として X 校，Y
































































の他），進路変更（就職），学校生活不適応の順となっている（表 1-1）．  
 
             表 1-1 専門学校生の中途退学調査           N=23,000 
 
出所：専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎調査委員会「専修学校における生徒・学生支援等に対する基礎
























































の調査（表 1-2）および茨城大学保健管理センター（表 1-3）の 2 つがある． 
中途退学理由としては，多い順から「学習意欲喪失」，「人間関係」，「関心の移行」，「不
本意入学」（日本中退予防研究所 2010：17-20）や，「進路再考」，「単位不足・意欲減退」，
「他大学再受験・編入」（内田 2007:15）等を指摘している．表 1-1 の専門学校調査で中途
退学理由として最も多くあげられた学業不振は，表 1-2 では 6 番目で 11.9%あり，表 1-3
では，単位不足を同義であると考えると 2 番目で 20.7%である． 
続けて，高等学校についての研究には，若者の意識に関する調査「高等学校中途退学者















        表 1-2 日本中退予防研究所の大学中途退学理由の内訳        N=101 
 
出所：日本中退予防研究所,2010，「中退白書 2010 高等教育機関からの中退」NEWVERY：17 より引用． 
 
   表 1-3 茨城大学保健管理センターの国立大学中途退学理由の内訳 N=218,082（47 国立大学） 
 
出所：内田千代子，2007，「大学における休・退学，留年学生に関する調査 第 28 報」全国メンタルヘルス研究会報告
書:15 より引用． 
 

























経済的理由 他大学受験 家族 身体疾患 精神疾患
その他・不詳
等
割合 31.0% 20.7% 7.9% 14.7% 1.7% 2.0% 3.8% 18.2%
退学理由 欠席・欠時の増加 校則・校風の不適応 勉強の修得不全 人間関係不全
















第 2 節 専門学校における中途退学危険因子と学業定着施策の研究課題 











































































治領，16 ヶ国にて展開，約 70 万人の生徒・学生を担当するにおよび，特にファミリーサポ
ートまで含めた学業支援方法の先駆的な情報が得られる Advancement Via Individual 


















































































































を創設することが考慮され（角井 1964），専修学校の 3 課程のうちの 1 種類として専門学
校は誕生した． 
現在では，学校教育法 124 条から 133 条に，第 1 条に掲げるもの以外の教育施設として










校教育法 125 条）． 
専門学校は，実践的な職業教育，専門的な技術教育をおこなう教育機関として，多岐に
わたる分野でスペシャリストを育成している．専修学校 3 課程全体の 80%はこの課程であ
る（文部科学省 2014b）． 




























ている（大学設置基準第 34 条）．また運動場を設置することの基準（大学設置基準 35 条）
と，校地の面積は，収容定員上の学生 1 人当たり 10 平方メートルとして算定する（大学設
置基準第 37 条，第 37 条の 2 ）というように細かく基準が設けられている． 
 
表 2-1 専修学校設置基準の概要 
事項 専修学校設置基準 
修業年限 1 年以上（法第 124 条の 1） 
年間授業時数 昼間学科の授業時数は、1 年間にわたり 800 単位時間以上 
夜間等学科の授業時数は、1 年間にわたり 450 単位時間以上 
（基準第 16 条） 
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収容定員 40 人以上（法第 124 条の 3） 
同時に授業をお
こなう生徒数 




（法第 125条の 2,3,4） 
授業科目 課程ごとにそれぞれの課程にふさわしい授業科目を開設する（基準第 8 条） 
教員数 生徒定員 80 人までは最低 3 人．課程および目的に応じる分野の区分ごとに生徒総定数に応じて
増加。半数以上は専任（最低 3 人）（基準第 39 条） 




者（基準第 41 条から 43 条） 
位置および環境 教育上および保健衛生上適切なものであること（基準第 44 条） 
校地 校舎等を保有するに必要な面積を備えること（基準第 45 条） 





生徒定員 40 人を超える場合 1 人につき 3.0 平方メートルから 2.3 平方メートル程度加算（基準第
46 条） 
※特別な事情があり、かつ、教育上支障がない場合には、基準面積を下回ることは可能 











2.  進学者数と学校数，学生数，教育分野数，課程数 
ここでは，国内における大学，短期大学，専門学校の進学者数と学校数，学生数，教育
分野数，課程数を概観する．2015（平成 27）年度，大学へ進学した者は 61 万 7,507 人で，
進学率は 48.8％となり，短大への進学者は 6 万 998 人で，進学率は 5.2％となった．短大
への進学率は 4 年制大学への移行もあり，下降線を描き，進学者数も 6 万人台に落ち込ん
だ． 
一方，専門学校への進学者は 26 万 8,604 人となり，進学率は 16.7％となった．1992（平
成 4）年の 18 歳人口 204 万人以降，漸減傾向にあるものの，現在，大学に次いで進学者の
多い学校である（表 2-2）． 
 
表 2-2 短大・大学・専門学校の進学者数・率の比較 




1993（平成 5）年 254,973(12.9) 554,973(28.0) 360,516(18.2) 
1998（平成 10）年 191,430(11.8) 590,743(36.4) 315,483(19.4) 
2003（平成 15）年 113,029(7.5) 604,783(42.4) 338,264(23.8) 
2008（平成 20）年 77,339(6.3) 607,159(49.1) 254,749(20.6) 




2,612 校，公立が 192 校，国立が 10 校となり，合計 2,814 校となっている（表 2-3）． 
専門学校のある専門課程の生徒（学生）数は，国立 335 人，公立 25,697 人，私立 562,856
人で，合計 588,888 人である（表 2-4）． 
 
 




（出所）文部科学省 2014（平成 26）年「学校基本調査」 
 
表 2-4 専門学校の生徒（学生）数 
 




  ①工業分野（情報処理 コンピュータグラフィックス 自動車整備 土木・建築 電気・
Colleges
計 国　　立 公　　立 私　　立
私立の割合
（％）
Total National Local Private
Percentage
of private
893 46 28 819 91.7
2,520 187 146 2,187 86.8
3,015 178 173 2,664 88.4
3,300 166 182 2,952 89.5
3,476 152 219 3,105 89.3
3,551 139 217 3,195 90.0
3,439 13 201 3,225 93.8
3,311 10 203 3,098 93.6
3,266 10 200 3,056 93.6
3,249 10 199 3,040 93.6
3,216 10 196 3,010 93.6
3,206 10 195 3,001 93.6
437 1 7 429 98.2
  Upper secondary course 
2,814 10 192 2,612 92.8
  Postsecondary course
 (注)1  専修学校制度は，昭和51年に創設された。
　　 2  昭和51年は，文部省以外の省庁が設置する国立の専修学校（148校）を含まない。
　　  （以下の表において同じ。）　


















女 の 割 合
う ち 女 （％）
Total Female National Local Private
Percentage of
female
昭和51年('76) 131,492 104,425 3,481 4,641 123,370 79.4
　55('80) 432,914 287,938 15,843 20,628 396,443 66.5
　60('85) 538,175 312,185 18,070 24,069 496,036 58.0
平成 2('90)　 791,431 410,543 17,433 27,805 746,193 51.9
　 7('95) 813,347 420,282 18,288 35,471 759,588 51.7
　12('00) 750,824 406,073 15,410 33,137 702,277 54.1
　17('05) 783,783 417,918 999 28,896 753,888 53.3
　22('10) 637,897 347,286 574 27,372 609,951 54.4
　23('11) 645,834 352,338 571 27,220 618,043 54.6
　24('12) 650,501 358,217 530 26,897 623,074 55.1
　25('13) 660,078 364,724 480 26,483 633,115 55.3
　26('14) 659,452 365,076 450 26,255 632,747 55.4
高等課程 Upper secondary 40,057 21,369 23 537 39,497 53.3
専門課程 Postsecondary 588,888 334,550 335 25,697 562,856 56.8




私 　立計 国 　立
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表 2-5 専門学校の教育課程数とその割合 



















（出所）文部科学省 2014（平成 26）年「学校基本調査」 %は課程率/専門課程全課程数 
 
3．1976（昭和 51）年から 2005（平成 17）年までの専門学校制度の変遷「大学追いつけ期」 
 専門学校の現状は以上だが，次に，専門学校制度の変遷について論ずることにする． 
 1976（昭和 51）年から 2005（平成 17）年までの専門学校制度の変遷について，ひと言で
表すとすれば「大学追いつけ期」と称することができるだろう． 




上（2011）が簡潔にまとめている．近年の 2011（平成 23）年から 2015（平成 27）年までは，
全国専修学校各種学校総連合会（2015）が整理しまとめている．そのため，ここでは概略
に留めて述べることにする． 
 専修学校制度は 1975（昭和 50）年，3 月に学校教育法の一部改正により発足した．翌年
の 1976（昭和 51）年 1 月に専修学校設置基準が公布され，専修学校制度は施行された． 
また，全国各種学校総連合会（全各総連）に新組織案起草委員会答申が提出され，全国専
修学校各種学校総連合会（全専各連）に名称変更となった． 
ここでは，その翌年の 1977（昭和 52）年から 2007（平成 19）年までの専門学校に関わ
る特徴的な制度変更を，全国専修学校各種学校総連合会（2015）「専修学校制度 40 年の歩
み」の一部を援用しながら述べる．詳しくは表 2-6 にまとめているのでご覧いただきたい． 
 専門学校は，1975 年（昭和 50）の発足から 2005（平成 17）年までは，第 1 条校に追い


























1977（昭和 52）年 人事院規則改正により，公務員の初任給等に関する基準において，専門学校 2 年制卒は短期
大学卒同等になった． 
1978（昭和 53）年 国の進学ローンの対象に専修学校が追加になった． 
1980（昭和 55）年 すべての専修学校に無料職業紹介事業が許可された．また，日本育英会奨学金貸与事業が開
始された． 
1985（昭和 60）年 人事院が，専門学校 2 年制卒に国家公務員Ⅱ種試験受験資格を付与した． 






開講制，科目等履修制度が導入された．専門学校の修了者（2 年以上 1,700 時間以上）に対
する専門士の称号付与に関する規程が告示された． 
1995（平成 7）年 文部省，専修学校職業人再教育に関する調査研究事業が開始された． 
1996（平成 8）年 職業人再教育推進協議会が発足された． 
1997（平成 9）年 専門学校留学生，卒業後の日本での就職が可能になるよう就労への在留資格変更の許可がお
りるようになった． 
1998（平成 10）年 専門学校への留学生のアルバイトに関する規制が緩和され，1 日 4 時間という規制から週 28
時間まで柔軟に就労が可能になり，大学・短期大学の留学生と同等の扱いになった．労働省
「教育訓練給付制度」が開始された． 
1999（平成 11）年 学校教育法一部改正により，専門学校修了者の大学編入が可能になった． 




2001（平成 13）年 社会保険労務士受験資格が適用されるようになった． 
2002（平成 14）年 税理士法一部改正により，一定要件の専門学校卒業者に受験資格が適用されるようになっ
た．専修学校設置基準の一部改正（自己点検評価・情報提供について規定）が通知された． 
2003（平成 15）年 政府の「留学生受け入れ 10 万人計画」達成．専門学校の留学生は 2 万 1,233 人になった． 




2006（平成 18）年 課程修了に必要な総授業時数のうち，e ラー二ング等 を活用した授業により履修可能な時数
制限が，従来の 2 分の 1 から 4 分の 3 に緩和されたほか，自宅における履修も可能になった． 
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2007（平成 19）年 生涯学習政策局長通知 「学校評価に係る学校教育法施行規則等の一部を改正する省令につ
いて（専修学校・ 各種学校）」が発出され，専修学校および各種学校による自己点検・評価
およびその結果の公表が「努力目標」から「努力義務」へと指導が強化されるようになった． 












































































から職業教育の必要性を学びはじめ，組織していた． たとえば EU では 1997 年のヨーロッ
パ雇用サミットで採択された「ヨーロッパ雇用戦略」で，加盟国はすべての若者に対する




















































というのは，この法改正には，2003（平成 15）年 3 月，中央教育審議会「新しい時代に
ふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方について」の答申が骨子となって反映
されているからである． 
 この答申の「第 1 章 1 教育の現状と課題」には，以下 2 つに関する指摘がある． 
第 1 には，経済停滞の中での就職難等があり，創造性と活力に満ち，世界に開かれた社
会を目指し，教育も諸改革と軌を一にする大胆な見直し・改革が必要だと指摘している． 
 また，第 2 には，青少年が夢を持ちにくいこと，自律心，学ぶ意欲および学力の低下が
あること，いじめ，不登校，中途退学，学級崩壊が依然として深刻であること．青少年の
凶悪犯罪が増加していること等を指摘している（文部科学省 2003）． 










部科学省 2007）． これには 2006（平成 18 年）5 月に全国専修学校各種学校総連合会が，職
業教育の重要性が盛り込まれた教育基本法の改正を契機に，文部科学大臣に対して要望書
を提出し，これまで以上に専修学校（専門課程と高等課程の両方）の振興を充実させ教育








 この教育振興基本計画を受けて，2008（平成 20）年 12 月，文部科学大臣は中央教育審
議会総会において「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」を諮





同部会は教育界および産業界，地方行政者等の関係者で組織され，2009（平成 21）年 1 月
より審議を開始した（文部科学省 2008b）． 
続けて，2009（平成 21）年 11 月，文部科学省は，専門学校に関して「専修学校教育の振
興方策等に関する調査研究協力者会議」を設置した．これは，2008（平成 20）年 11 月に公


















教育の振興方策等に関する調査研究報告 2011:43-9; 専修 2015:17）． 
 それを受けて 2011 （平成 23）年 1 月，中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア
教育・職業教育の在り方について」の答申で，専修学校（高等課程，専門課程の両方）の
教育内容の充実・振興に関する検討の必要が指摘された． 









同年 3 月，文部科学省の「専修学校教育の振興方策等に関する調査研究協力者会議」は ，
「専修学校教育の振興方策等に関する調査研究報告～多様な学習機会の充実と教育の質向
上等に向けて～」と題する報告書にまとめて公表した．同報告書では 以下の 7 つの視点が
示され，それぞれに対して具体的な対応方策を提言した． 
①社会人等の多様なライフスタイルに即した専門学校等の学習機会の充実を図る． 












































体的な指針が提示された（専修 2015:23）（専修 2013）．  
また，2013（平成 25）年 8 月に「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定
に関する規程」が公布・施行された．職業実践専門課程の主な認定要件は，①修業年限 2
年以上，②企業等と連携体制を確保して，授業科目等の教育課程を編成，③企業等と連携
して，演習・実習等を実施，④総授業時数 1,700 時間以上または総単位数 62 単位以上，⑤
企業等と連携して，教員に対する研修を組織的に実施，⑥企業等と連携して，学校関係者
評価と情報公開を実施 となっている（文部科学省 2013）．初年度の 2014 年度 4 月は，全国
で 470 校，1,365 学科が認定されスタートし，2015（平成 27）年度には，833 校 2,540 学科






















て，中核的専門人材の養成については，2010（平成 22）年 12 月文部科学省の専修学校関係
で，「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業」が政府予算に計上され，

















































「一般教育訓練給付金」（受講費用の 2 割を支給，上限 10 万円）に加え，より専門的・実
践的な教育訓練（専門実践教育訓練）を対象とする「専門実践教育訓練給付金」（同 4 割を
支給，年間上限 32 万円，成果に応じた追加支給あり）が運用されることとなった． 












 本節では，専門学校の 2005（平成 17）年以前を「大学追いつけ期」とし，2006 年以降
を「専門人材と就労セーフティネット追求期」と位置づけた． 
まず，専門学校において，2005（平成 17）年以前の 1975（昭和 50）年の発足から 2005
















第 2 節 専門学校中途退学者の実態調査分析 
本節では，中途退学が多いことを指摘されている専門学校において中途退学者の実態に







































を実施した．今回の実施対象校は，専門学校 18 校で，分野は医療 6 校，福祉 2 校，スポー
ツ 1 校，美容 4 校，食 3 校，農業 1 校，動物 1 校の 7 分野から回答を得た．しかし，本稿
で分類した就職型専門学校の中で，工業，商業実務の 2 分野は不足する結果になった． 
3.2 調査対象 











調査期間と方法については，2012（平成 24）年 4 月，2013（平成 25）年 4 月，2014（平
成 26）年 4 月に，web システムのアンケートにて各校の教務部長に窓口になってもらい各










れ 7 項目，計 14 項目を分類とした．さらにそれを細かくそれぞれ 4 つの理由別にわけ，合
計 56 の具体的な理由分類を作成し，その項目に複数回答チェックする方法を採用した（付







回収は，各校の教務部長と協働し，2011（平成 23）年分 347 件，2012（平成 24）年分 314




















影響していると推測する（総務省 1987: 3）．この当時の総務省の調査結果では， 
 
学科の履修に適性を欠いているなどの理由で中途退学している者がかなりある．この状
況を昭和 57 年から 59 年の 3 年間で見ると，中途退学者が入学者の 4 分の 1 を越えている







でよいのだろうか．2014（平成 26）年度の私立専門学校在籍は，562,856 人なので（表 2-4











卒後 1 年以上経って進学した者）37.2%（図 2-2），男性 39.3%，女性が 60.7%（図 2-3），一
人暮らしが 38.4%，実家暮らしが 61.6%（図 2-4）であった（付表 2）．一人暮らしの退学者
については，既卒者が，37.3％と予想以上に多く含まれており，既卒で課題を抱える学生が
増えてきていると考えられる．一人暮らし（37.3％：394 名）については，この調査後，調




    
     図 2-2 新卒既卒               図 2-3 性別             図 2-4 生計 
  



































 先行研究では，「学業不振」が第 1 位，本調査では，「意欲の低下」が第 1 位，「成績不良」







図 2-7 年度ごとの中途退学中項目の上位 5 つ 
 






図 2-8 中途退学中項目一覧（3 年間の集計） 
 




れるからである（それぞれの中項目に小項目が 4 つあることは付表 1 を参照）． 
4.2.3 学外（自己・家庭・学外活動）領域面の中途退学理由 
（1）生活習慣の乱れ 
 ここからは，学外領域面の各小項目について付表 1 の順で詳細に報告する．まずは，学


















































































































で第 1 位にあげられていた． 










































































進路変更は，学内領域では 3 位（学外・学内共通では 4 位）である項目である．その内
訳は，「現状の困難を回避する策として進路変更の検討がみられた」が 31%，「自身の適性































図 2-24 学内領域で 20%以上チェックのついた項目 
 
4.2.6 上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析 
 ここでは，サンプル数 1,025 において上位 5 つ（意欲の低下，成績不良，生活習慣の乱れ，
進路変更，家庭の影響）の中途退学危険因子に絞って相関分析を行い変量間の関係を調べ
た． 
 なお，上位 5 つのクラス担任からの回答数は，それぞれ「意欲の低下」1706（166%），「成
績不良」1139（111%），「生活習慣の乱れ」1109（108%），「進路変更」875（85%），「家庭の
影響」643（63%）だった． 5 つの中には 100%を超える項目がある．その理由は，中途退
学の理由シート（付表 1）へのクラス担任のチェックは，ひとつの中項目について最大 4 つ
の小項目につくことが考えられるからである（それぞれの中項目に小項目が 4 つあること
は付表 1 を参照）． 
分析の結果，「成績不良」について 1%または 5%の水準で他の 4 項目すべてと有意である
ことがわかった．帰無仮説（上位 5 つの変数間は無相関である）のもとで，ごく小さな確
率で表 2-7 の結果にならないことが起こりえる確率は， 100 分の 1（表 2-7 の✽✽印）また
は 100 分の 5（表 2-7 の✽印）だという結果となり帰無仮説は破棄された．  
 そのため，この就職型専門学校 18 校についてクラス担任に行ったアンケート結果を信頼
するのであれば，「成績不良」は，「生活習慣の乱れ」（係数 0.422✽✽），「家庭の影響」（係数
0.068✽），「意欲の低下」（係数 0.345✽✽），「進路変更」（係数 0.124✽✽）の 4 つすべてと相関










（0.124✽✽）の 2 つと相関があるという結果だった.  





      表2-7 中途退学要因上位5項目の相関    N=1,025 
 生活習慣の乱れ 家庭の影響 意欲の低下 成績不良 進路変更 
生活習慣の乱れ - 0.236** 0.311** 0.422** 0.021 
家庭の影響  - 0.048 0.068* -0.046 
意欲の低下   - 0.345** 0.371** 
成績不良    - 0.124** 
進路変更     - 
   ** p < .001   * p < .005 







 まず，はじめに，以上のアンケート結果報告で強調しておきたいことは，以下の 2 点で
ある． 
一つ目は，本論文で規定した就職型専門学校 18 校の調査では単年度の中途退学率が 3.2%
となったことである．これを目安として大学 4 年課程と同じく 4 倍にすると 12.8%になり，


























下」，「成績不良」，「進路変更」は相関があること（4.2.6 の上位 5 つの危険因子における相



























その結果，まず，退学率は 3.2%となった．これを 4 年制大学と同等に目安として 4 倍す


















































































1 つめの X 専門学校では，教務部長がすべての学科に渡って入学前から導入教育期間の施









概要は，表 3-2 に示した． 
 
表 3-１ 専門学校インタビュイーの概要 
学校 インタビュイーの職位 特徴 
X 総合専門学校 教務部長 医療，福祉，IT 等の学科を有して 
いる．近年では，中途退学率 1.5%を 
平均としている． 
































































コミュニティカレッジの定着率は，４章の表 4-4 に示した「現在の 1 年次から 2 年次への



























第 2 節 X 専門学校と市教育委員会教育指導主事チームが連携した学業定着施策について 
 本節では，X 専門学校の入学登録から導入教育の概要と市教育委員会教育指導主事チーム 
との関わりについて述べる．特に入学登録から導入教育について調査分析することとした． 
本事例の特徴は，地元の行政機関との連携の形を例示できることと，学生の質問力の育成 
を重視している 2 点である． 





























































しおこなう．その内容は，整理の仕方，暗記の仕方，問いの立て方の 3 つを柱にしている． 
 
4. 外部専門機関（恵庭市教育委員会指導主事チーム）とのかかわり  
 X 専門学校の学業定着施策は，恵庭市の教育委員会指導主事チームと連携して実施してい 
る．この活動は，学科を横断して各科を統括する教務部長が所管している． 
恵庭市教育委員会指導主事チームの活動は学習能力開発と実践として 2013 年に開始さ 
れた．代表者は，恵庭市教育委員会 教育部教育総務課 指導主事の木村博子氏である． 
55 
 
木村氏は，平成 25 年 4 月 1 日より教育委員会に勤めている．以前は中学校校長で教員時代
は理科数学担当だった．定年退職し丸 3 年が経つ．教育委員会は 16:45 退館し，17:30 から
18:30 の間に個人的ボランティアとして，旅費と手当てをもらいながら専門学校 3 校で学習
支援を行っている．その他に，小中高生対象に土曜学習塾（無料）を月 1 回，教員 OB，OG
と大学生 10 人で小学 5 年から中学 3 年まで学習支援を行っている．現在，教育委員会指導


















 そして，恵庭市教育委員会指導主事チームのミッションとしては， 市内の子どもが生き 
るために重要な質問力を身につけることに貢献することであるといえる． 
2）講師配置とサポート体制 
月曜から金曜日までの 17:30～18:30 に目的に共感した指導主事が曜日ごとに分担し，1 日 












表 3-3 恵庭市教育委員会指導主事チームの基礎学力向上施策の工程 































































7 学科１年生 140 名，１クラスあたり約 20 名 
（4）参加学生の反応 


















5．第 2 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，地元の行政機関との連携の形を例示できることと，学生の質問力 
の育成を重視している 2 点であった．まず，地元の行政機関との連携については市の教育 
委員会の校長 OB，OG が，市内の小中高生対象に学習支援していたところに専門学校側が 
協力を依頼したケースである．  
 次に，学生の質問力の育成を重視した点については，学生の反応を聴いたところ対象学 
生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は第２章第 2 節であげた専門学校中 
途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」，「生活習慣の 
乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不良」対策を中心に取り組んだ例である． 
ここで再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析を振り返って 
ほしい．ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険因子と相関があった．とすれば，上位 5
つの危険因子すべてに対応する事例と考えられる． 
 
第 3 節 Y 専門学校と特定非営利活動法人が連携した学業定着施策について 
本節では，Y専門学校の入学登録から導入教育の概要と特定非営利活動法人とのかかわり 
について述べる．なお，本事例の特徴は教育系 NPO と連携する形を例示できることと作文 
を通じて書く力を育成することを重視しているという 2 点である． 




























必要なプログラムを企画立案する．入学前教育は，原則として入学前年の 12 月から 3 月ま



















































































4. 外部専門機関（特定非営利活動法人 キズキ共育塾）13）とのかかわり   



































月曜から金曜日までの授業が終了した 15:00～18:00 の時間の 1 時間程度，学生 4~5 人に講
師１人体制，学習指導コーディネータ 1 名で運営する． 
 
表 3-4 特定非営利活動法人キズキの事業概要 
NO 事業種類 概要 

























いる．現在 5 名の方が使用中である． 











めの学習支援を展開している．2014 年 4 月～6 月（2 ヶ月）にて相談 36 回，





 表 3-5 の通り，授業が終了した 15:00～18:00 の時間の 1 時間程度にて，高校普通教育レ
ベル以下の作文指導をしている．作文指導は，枠組み→肉付け→並べ替えの成熟を，目指










表 3-5 特定非営利活動法人キズキの基礎学力向上施策の工程 
時間 講師の動き 学生の動き 専門学校教員の動
き 
15：00～18：00 の
間の 1 時間 








































































  以下に代表的な学生の感想を記載する． 
























5．第 3 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，教育系 NPO との連携の形を例示できることと，学生の作文力の育 





本節では専門学校と教育系 NPO との連携というひとつの連携ケースの形を示すことがで 
きた．  
 次に，学生の作文力の育成を重視した点については，学生の反応を聴いたところ対象学 
生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は前節同様に，第２章第 2 節であげ 
た専門学校中途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低下」，「成績不良」，「進路変更」， 
「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不良」対策を中心に取り組んだ例 
である．ここでも再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中途退学危険因子の相関分析を振 
り返ってほしい． 
ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険因子と相関があった．とすれば，上位 5 つの危険 
因子に対応する事例と考えられる． 
 
第 4 節 Z 専門学校と会社法人が連携した学業定着施策 
本節では，Z 専門学校の入学登録から導入教育の概要と会社法人とのかかわりについて述 
べる．なお，本事例の特徴は会社法人と連携する形を例示できることと聴く力と読む力を




















































































































































すすめる．9 月下旬に行われる導入教育Ⅳは，1 年次 8 月 1 日から開始される登録販売者実
務実習の開始後，初のキャリア設計教育として，学科として非常に重要な位置づけをして
いる．ここから 1 年間かけて，学生たちは，週 3 日程度の範囲で登録販売者実務実習を進
めていく． 

























































































































































































































































































































































































  Z 専門学校の学業定着施策は会社法人のスタディレボリューションと連携して実施して





降，学習塾経営（全 5 教室）・指導法開発に集中後，現在，専門学校 2 校にて学習支援を実
施中である．その他に，小学校，幼稚園，保育園においても展開中である． 
なお，従業員は正社員 6 名，非常勤講師 24 名の計 30 名で，講師のほとんどはフリーラ






















つなげられるか，耳の記憶力はどうか，500 点または 1000 点満点でおこなう．500 点満点




次に，5 月 GW 以降，聴いたものを書く．日常会話レベル→参考書→医療専門書から→国
家試験問題レベルとステップアップしていきながら，12 回授業をおこなう．時間は 16：30
～19：00 で，ゲーム形式でおこなう．4~5 人でチームを作り，皆おなじように切れるまで
話あわせるチーム戦をおこなう．12 回の内の 8 回は全員で行い，後の 4 回は，苦手な学生
10 人に限定し，参考書から知識を 100 個とって「～は～だ．」を聞き書きする（表 4-8）． 





表 4-8 スタディレボリューション基礎学力向上施策の工程 




























































ローチと，読む力を鍛えるアプローチの 2 つがあげられる．以下，この 2 つについて，説
明する． 



































































登録販売者科１年生 35 人． 
（4）参加学生の反応 
 Z 専門学校では，参加学生の学習支援実施後のアンケートが集計されており，それを用い 
て述べる． 
図 4-3 のアンケート結果から「登録販売者試験に有効である」14 名，「他の授業に有効であ







5．第 4 節のまとめ 
 本節の事例の特徴は，教育系会社法人との連携の形を例示できることと，学生の聴く力 










結果を聴いたところ対象学生からは好評であり，効果もあげていた．本節の事例は 2 節と 3 
節同様に，第２章第 2 節であげた専門学校中途退学危険因子の上位 5 つである「意欲の低 
下」，「成績不良」，「進路変更」，「生活習慣の乱れ」，「家庭の影響」のなかで特に「成績不 
良」対策を中心に取り組んだ例である．ここでも再度，第２章第 2 節 4.2.6 の上位 5 つの中 
途退学危険因子の相関分析を振り返ってほしい．ここで「成績不良」は唯一他 4 つの危険 
因子と相関があった．とすれば，上位 5 つの危険因子に対応する事例と考えられる． 
 
第 4 節 本章のまとめ 
  本章では，日本の専門学校における先駆的な学業定着施策を述べてきた． 









 つまり，先駆的に中途退学予防を行っている 3 専門学校は共通に，専門学校レベルに学
力を到達させるための学習計画開発機能を第 3 者団体に依頼しているのである． 






















若年者雇用問題に対する積極的労働政策にもつながる可能性が高くなった．第２章第 1 節 4
で若者の雇用はフレキシブルな生涯学習型の「教育重視」モデルへシフトしていることに




































の影響」が，1，2 位であった．すなわち，この 5 つが学内・学外領域の両方に渡って 1 か



























業教育コース， 4 年制大学 3 年次への編入コースの 2 つが主である．その他には地域住民
の学習要求にこたえる地域サービスコースや企業の人材養成研修の要求にこたえる企業サ
ービスコースもある．  





めの職業教育コースと，4 年制大学 3 年次への編入コースの 2 つが主であるということであ
る．そのためコミュニティカレッジが比較対象として適当であることは明らかである． 











































 アメリカのハイスクールの中途退学率について The Condition of Education 2012（NCES）
によって，人種，民族性ごとの世帯（家族世帯以外の軍事施設や宗教団体の寄宿舎等含む）








おける 16 歳から 24 歳までの若者たちに関する中途退学者率の状況：アメリカのコミュニ














































































































































































ドする組織がある．それが「学校のコミュニティ」（Communities in schools ：以下 CIS）17）
である．CIS は，若者（幼稚園から 12 学年）にサポートサービスを提供する組織としては，








2.2 中途退学危険因子の 25 年調査（1980～2005） 
全米中途退学予防センターネットワークによる中途退学に有意な危険因子の識別は，い
くつかのステップによって完成された．はじめは，Education Resources Information Center







ス（表 4-1 中央列）を活用し分析を行った 21 の研究論文であった（表 4-1 右列）18）． 
 
表 4-1 データ・ソースによる危険因子のための引用文献とデータ収集の時間枠 
データ収集のおよその日付 データ・ソース:図表に関する文献名 引用文献 
ライフコースデータ収集 
1966-1993 シカゴ学校群 Ensminger et al. (1996); Ensminger 
&Slusarcick (1992) 
1970s to 1990s 危険見本 Jimerson et al. (2000) 
1982-1996 ボルチモア学校群 Alexander et al. (2001); Alexander et 
al.(1997) 
他の長期データ収集 
1960s 6学年一団 Lloyd (1978) 
1963-1967 カリフォルニア研究 Elliott & Voss (1974) 
1974 & 1985 カナダ研究（２団体） Janosz et al. (1997) 
1980-1982 高校とそれ以降 Barro & Kolstad (1987); Ekstrom et al. 
81 
 
(1986); Wehlage et al. (1986) 
1983-1988 3地域の研究 Cairns et al. (1989) 
1985-86 &1990-91 全米特別教育長期継続研究(NLTS) Wagner et al. (1993) 
1985-1993 シアトル社会開発集団データ Battin-Pearson et al. (2000) 
1988-1990 & 1992 全米教育長期研究(NELS) 1988 Goldschmidt & Wang (1999); Ingels et 
al. (2002); Jordan et al. (1994); Kaufman 
et al. (1992); Rumberger (1995); 
Teachman et al. (1996) 
1991-1995 学校中途退学論証支援プログラム
(SDDAP) 
Gleason & Dynarski (2002) 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report:80 より筆者作成 
 
12 の異なるデータ・ソースから，分析を行った 21 の研究が調査のために識別された．そ
のデータ・ソースおよび 21 の研究のリストを時系列に表 4-1 に示した．表の中で示された
ように，研究は，1960 年代中頃から 1990 年代中頃までに行われたデータ収集を基に，1974

























表 4-2（1） 学校中途退学者の有意な個人の危険因子 
 
資料：Cathy Hammond et al,2007, Dropout Risk Factors and Exemplary Programs  -A Technical report:41 より筆者作成 
 
表 4-2（2） 学校中途退学者の有意な家族の危険因子 
 



















































































































































しなかった可能性を増やすと結論づけた．」（Hammond2007:30,117-8（Cf. Barro & Kolstad,
















































（Hammond2007:29,119-121（Cf. Battin-Pearson et al.（2000), Cairns et al.（1989）,Elliott & Voss

















































最後に，Wehlage and Rutter （1986）は，高校の中途退学とその後の中途退学の調査分析
で，学業的に類似した仲間の間で，中途退学者を出す主要な要因の1つが無断欠席であった
と報告した．」（Hammond2007:26,122-126（Cf. Alexander et al.（1997）, Alexander et al.（2001）, 
Cairns et al. (1989), Ekstrom et al., （1986）,Gleason & Dynarski（2002）, Jordan et al., 



















































ように感じた』と答えたことを報告した．」（Hammond2007:27,128-131（Cf. Ekstrom et al.
（1986）, Ensminger,&Slusarcick（1992）, Gleason,&Dynarski（2002）, Jordan et al.（1994）, 
















なく女子を継続させることは，学業定着に有効であることが明らかになった（Elliott, D. S., & 






主張した．」（Hammond2007:27,128-131（Cf. Alexander et al.（2001）,Wagner et al.（1993） , 







































価された男子は中途退学につながると警告した．」（Hammond2007:28,132-135（Cf. Cairns, R. 
B., Cairns, B. D., & Neckerman, H. J. （1989）, Ensminger &Slusarcick （1992）, Kaufman et al.



































見込みに重要な影響を及ぼすことがいくつかの研究で見つかった（Gleason & Dynarski, 
2002:25-41; Kaufman et al., 1992:88; Rumberger, 1995:583-625; Teachman et al., 1996:773-83.）． 
最後に，全米教育長期研究（NELS)データにおいては，社会経済のような他の家族や個人
の特徴に関係なく，卒業する前に学校を辞めるという見込みを，学校を1回転校することだ










た（Barro & Kolstad, 1987:1-64; Ensminger et al., 1996:2400-16; Goldschmidt & Wang, 
1999:715-38; Janosz et al., 1997:733-62）． 
一方，生徒の両親の教育のレベルがより高いほど，生徒は辞めなかった報告がある(Barro 




























徒より高い中途退学率であったことはTeachman et al.（1996）がそれぞれ示している。 






















（Hammond2007:30-32,135-142（Cf. Alexander et al., （1997）; Alexander et al.（2001）, Barro 






















り増やすことが，NELSデータを使用した2つの調査で，明らかになった（Kaufman et al., 




































ることを指摘した．」（Hammond2007:32-35,142-148（Cf. Elliott & Voss（1974）, Ensminger 


















中高校を対象にしたものであって，4 段階評価（Exemplary, Effective ,Model ,Promising）
で 2 つの最高位（Exemplary）を獲得したプログラムを 50 抽出したのである．そのプ
ログラムをサービスの種類ごとに，まとめたものが，表 4-3 である．22 種類とその他
に分かれるがサービス種類を概観できる．生活技術（30），家族強化（23），学問の
支援（13），行動の関与（10），家族療法（10）が上位を占めている． 





















表 4-3 抽出された模範的なプログラムのサービスの種類 
 

















第 3 節アメリカコミュニティカレッジと大学の中途退学研究の概要 
サービスの種類/戦略 プログラム数. サービスの種類/戦略 プログラム数.





Mental health services メンタ
ルヘルス・サービス
4
Afterschool 放課後学校 6 Mentoring　メンタリング 7
Behavioral interventions
行動の関与

























































これに関する数値については，2010（平成 22）年にアメリカのACT（American College Testing 
Program, Inc.以下 ACT） によって行われた What Works In Student Retention？Fourth  
National Survey Report for All Colleges and Universities  ACT2010 を援用しながら，分析する
こととする． 
まず表 4-4 は，2009 年次現在の 1 年次から 2 年次への学生定着率を表している．日本の




表 4-4 現在の 1 年次から 2 年次への定着率 
現在の 1 年次から
2 年次への定着率 
サンプル コミュニティカレッジ 私立 4 年制 公立 4 年制 
母数 282 421 256 
平均(%) 56.0 73.4 74.3 
出所：What Works In Student Retention？Fourth  National Survey Report for All Colleges and Universitoes 
ACT2010：8-9. 
 
 次に，表 4-5 は，2009 年次現在の学生修了率を表している．2 年制大学は 3 年以内，4
年制大学は 5 年以内で修了した学生までを含んでいる．やはり，2 年制のコミュニティカ
レッジは，4 年制大学よりもかなり低い 27.4%になっており，定着率の困難さがわかる． 
 
表 4-5 現在の学生修了率（2 年制は 3 年以内，4 年制は 5 年以内で） 
現在の学生修了
率（2 年制は 3 年
以内，4 年制は 5
年以内で） 
サンプル コミュニティカレッジ 私立 4 年制 公立 4 年制 
N 209 359 236 
平均 (%) 27.4 57.8 50.1 






アメリカのACTによって行われたWhat Works In Student Retention – All Survey Collegesを概観
する． 
まず，表 4-6 を参照いただきたい．ACT は，2004（平成 16）年に学生が大学に定着するた









全体 2,995 1,061 35.4% 
 
  
991 386 39.0% 
私立 2 年制* 197 46 23.4% 
公立 2 年制 536 228 42.5% 
私立 4 年制 1,271 401 31.5% 
出所：What Works In Student Retention – All Survey Colleges© 2004 by ACT, Inc. All rights reserved：5. 
*注：このグループのいくつかの回答大学は 2 年制と私立大学の両方に分類することができなかった．低い
応答率と組み合わせるこの要因は，データの有意な分析を排除した．その結果，追加の分析は行わなかった．







き，以上が上位 5 つという結果だった． 
 
















出所：What Works In Student Retention – All Survey Colleges© 2004 by ACT, Inc. All rights reserved：11. 
次に，表 4-8 は，調査したすべての大学において最も多い一般的な（学業）定着実践を








































で見ると，ハイスクールが 7.0%，コミュニティカレッジ，大学では，1 年次から 2 年次の
定着率でみると，カレッジは，56.0%，大学は 73 から 74%程度である． 
 本章のまとめとして一番強調したいことは，ハイスクール，コミュニティカレッジ，大
学で中途退学危険因子が同系統のものであることと，さらに日本の専門学校とも同系統の

















表 4-9 専門学校，ハイスクール，コミュニティカレッジ，大学のおもな中途退学危険因子の比較 






































































第 1 節 アメリカのハイスクールレベルの中途退学予防施策 








されている(Hammond et al.,2007:204)．さらに， Check＆Connect（後述）については，学習







②Advancement Via Individual Determination（以下 AVID）についても，その規模はアメリ
カ 45 州およびアメリカ統治領，16 ヶ国にて展開，約 70 万人の生徒，学生を担当するにお
よび，特に学習支援方法の先駆的な情報が得られる事例であるため調査対象として選定し
た．なお，AVID は，Nonprofit Organization（以下 NPO）として組織されている． 
 
2．地域統合研究所における学業定着施策 
 ミネソタ州立大学の地域統合研究所に Check＆Connect24）はある．Check＆Connect は発達
障害学生を含めたハイスクール修了のための学業包括的支援を目的に 1990 年に開設された．
代表者は Sandra Christenson 氏である．Sandra Christenson 氏は，ミネソタ州立大学の教育心
理学科教授の立場で地域と協働し地域統合研究所を組織する．Check＆Connect の開発者の
ひとりである（Institute on Community Integration2012：Prefaceⅰ）． 























































る（Institute On Community 2012:101-2）． 
このプログラムで影響を受ける危険因子は，（1）学習障害や情緒障害，（2）成績不良，（3）
出席不良がある．研究の実証としては，過去 20 年の調査で非統制群の生徒と比べて，プロ
グラムで統制された 275 名の生徒には，役立ったことが実証されている（Hammond et al 
2007:227）．具体的には，無断欠席の減少，長期欠席の減少，中途退学率の減少，信用発生





「中途退学を防ぐ」ことと「学校修了を目指す」（a school completion goal）ことは違う
という非伝統的な考え方こそが Check & Connect という手法の哲学であり理論である． 
「中途退学を防ぐ」試みについては既に多く論じられているが，いずれも遅刻や長期欠
席を防ぐために障壁（barriers）を作ることに焦点が当てられている．例えば強制的に生徒
















であるという事になる（Christenson,L,S & Reschiy,A,L 2006:327-347.）． 
 
と指摘する． 



















には I teach Life（人生そのものを教える）の考えで関わるよう指導しています．わたしは，
この『パートナーメンター制度』が始まった 1995 年からメンターとして関わっており，コ



































語りに沿って，図 5-1 に組織図を示した．図のようなチーム組織になっている．単に Check









































のうちから上げるための経験と捉えていた．そのため，メンターは 20 代の若者が多かった． 
 
表 5-1 メンターの属性 
No 担当高校 卒業学部 性別 世代 
A チェスカ（公立） 教育 女 20 代 
B チェスカ（公立） 社会福祉 女 20 代 
C チェスカ（公立） 社会福祉 女 20 代 
D ルーズベルト（公立） 教育 男 20 代 
E ルーズベルト（公立） 教育 男 20 代 
F ガーフィールド（公立） 不明 男 20 代 












    表 5-2 メンティーの属性 
NO. 高校 学年 性別 年齢 
H ガーフィールド
（公立） 
1 年生 女 15 
I ルーズベルト
（公立） 

















このプログラムの実践研究は過去 20 年ほど研究されており，統制群 275 名と非統制群 275
名の比較によって有意差を実証し成果をあげている．その効果を連邦政府に認められ助成









る．代表者は Sandy Husk 氏である．Sandy Husk 氏は，教師，カウンセラー，校長と教育長
と，教育セクターにおけるいくつかのポジションを歴任し，2014 年１月に CEO になってい
る． 
AVID の大学入試準備教育プログラムは，サンディエゴでもともと英語の教師であった







トレーニングカリキュラムも行っている（Hammond et al 2007:220）． 


















































ークショップがあります．チューターは，GPA2.0 から 3.4 の生徒に対して 1 日 2 時間を週











A さん「高校に AVID が入っていたので先生の勧めで入会しました．勉強はつらいものでし
た．でも仲間がいたから続けられたのです．メンターの先生も家族みたいです．色々相談
に乗ってくれました．そのおかげで州立大学に進学することができたのです．」 
















表 5-3 元生徒の属性 
NO. 進学先 性別 世代 
112 
 
J 州立大学 女 20 代前半 
K 州立大学 女 20 代前半 
L 私立大学 女 20 代前半 
M 州立大学 女 20 代前半 
  
3.5 NPO における学業定着施策のまとめ 























な学生にメンター支援を行っている（AVID 実施中，C&C は 2015 年より実施）．以上の情報
を得ることができた． 
 































ながら，1 年 1 学期から 2 学期への学業定着率を 82%まで改善している. 
ベ ル ビ ュ ー カ レ ッ ジ
（Bellevue College） 




がら 1 年 1 学期から 2 学期への学業定着率を 82%までにし，以前よりも向上させた． 
グリーンリバーカレッジ
（Green River College） 
グリーンリバーカレッジは，2013 年度ポール・サイモン・アワードにて，質の高い学
校に送られる「統括的なキャンパスの国際化」の部門で受賞した．新入生にメンターに





模を持つ．全米で広く知られている著名校であり， 2015 年の U.S. News & World Report’s 





































































グラムで新入生へのOne on Oneが実現できるのは，上級生メンターがいるためである（High 



















































































































2） One on Oneによる英語教育プログラム 













受講学生のうち 30 から 35％は 4 年制大学への編入に向けてこのプログラムを受講してい



















































































































ーシップと市民との関わりに必要な条件を学ぶことや，Bachelor of Business Administration 
Program( BBA：ビジネス管理学士プログラム)の見学などの観察調査を終えることである．
K-12dual enrollment partnerships(College in the High School：高校との単位互換の提携），地域
ボランティア，SATテストの予習，奨学金調査，大学訪問見学などの大学と結びついた活動
(College Bound Activities)，インターンシップを用いた職業的，技術的な仕事力教育
（Workforce Education），退役軍人とその家族のためのAmeriCorps ProgramやVeterans Corps

























































































1） アカデミックアラートAcademic Alert：学業警告 
アドバイザーと教授で組織化している．教授がレッドカードを出すとアドバイザーが該当
学生と話し合う． 


































そのチューターとメンターの定義として本章 2 節のはじめに以下をあげた． 
まず，チューターは，科目の難解な概念が登場すると助けてくれる者であって，次に，
メンターは，学生の強みと学習の計画を開発する者で評価のフィードバックを提供し必要

















































































































第 1 節 中途退学率，危険因子の実態および施策の現状 
1．中途退学率および危険因子の実態 
 本調査における日本の専門学校の中途退学率は，以下の結果になっている． 
本論文で規定した就職型専門学校 18 校の調査では単年度の中途退学率が 3.2%となった．
目安として，これを大学 4 年課程と同じく 4 倍にすると 12.8%になり，１章の先行研究で示










まず，アンケート大項目では，学外理由の 39.2%より，学内理由が 60.8%で多かった． 
続けてアンケート中項目では，学内領域における因子として，①意欲の低下，②成績不
良，③進路変更が多かった．学外領域における因子としては，④生活習慣の乱れ，⑤家庭














































































































第 2 節 学業定着を先駆的に行った専門学校の今後の方向性 
1．X 専門学校と市教育委員会指導主事チームが連携した学業定着施策の今後の展開 





































 運営上の課題は，X 専門学校では，発達障害学生の対応，Y 専門学校では，学校教員の他
機関と連携するという意識改革，Z 専門学校では，教育人材の育成をあげた． 















































































 日本の留学生においても，渡日初期の段階で，自国では 1 人でできたことが，日本では
できないことがあることから苛立ちを覚え，無力感や欲求不満が起きることが指摘されて
いる（松浦 2001）． 










Privention）」でなく「定着の増加（Retentions Increse）」である（４章 3 節 1 に記述）． 
以下，このとらえ方の違いから生じる施策の差異について述べる． 
 第 1 に，学期運営と学費納入の差異である． 
アメリカのコミュニティカレッジ，大学は，学費と授業がワンパッケージで完全に学期
ごとの運営である．すなわち，1 学年 1 学期に必要な単位を取得してはじめて次の 2 学期に














第 2 に，在学生数の点検方法の差異である． 
















































































































1）専門学校は，後述の専修学校専門課程のことである．学校教育法第 126 条の 2 「専門課
程を置く専修学校は，専門学校と称することができる．」と規定されている． 




































提供する者である（WGU WASHINTON ,2016,“About WGU Faculty: Dedicated to helping you 
succeed”（http://washington.wgu.edu/about_WGU_washington/wgu_faculty/）） 
12）2016 年 1 月 29 日（月）の X 専門学校の教育責任者へのインタビューの際，参加学性の
感想文を見せてもらった．そこから抽出したものである． 
13）NPO キズキの中途退学予防のための基礎学力支援事業は，東京都以外への展開がはじ
まりつつあり，法人の経営戦略上の理由から 2016 年 4 月に株式会社に変更した．よってキ
ズキは NPO と株式会社を持つことになった． 




















に全米中途退学予防センターネットワークによって全米の過去 25 年分の中途退学に関する 
教育研究から精査された調査論文を分析したテクニカルレポートである． 
19）さらに詳しい内容は，Communities in schools のホームページを参照のこと． 
（https://www.communitiesinschools.org/,2016,12,7.） 
20）中途退学危険因子の 25 年調査（1980～2005）の説明は，Hamonnd2007 の 11 ページか




Violence Prevention,②Center for Mental Health Services- Greenberg et al.③Center for Substance 
Abuse Prevention (CSAP),④Department of Education-Safe Schools, ⑤ Sherman et al. (1997),⑥


















さらに，America’s College Promise という政策構想があり，この構想では，コミュニテ
ィカレッジを市民との重要なアクセスポイントとし，労働市場で需要が大きい学位・資格 5）
につながる卒業率の高い職業教育機関に改革してきている． 
24）まず，2014 年 5 月 8 日（木）地域統合研究所にて，代表者から Check&Connect の概
要，ミッション，プログラムについてヒアリングした．次にコーディネータからコーディ
ネータの任務と経験，メンターの役割は 5 月 8 日（木）チェスカハイスクール，5 月 9 日（金）















27）前掲（WGU WASHINTON ,2016,“About WGU Faculty: Dedicated to helping you succeed”
（http://washington.wgu.edu/about_WGU_washington/wgu_faculty/）） 
28）ハイラインカレッジでは，2015 年 10 月 27 日（火），はじめに，学長，副学長，学部長 
からハイラインカレッジの特徴とアセットベースをヒアリングした．次に Umoja，MESA， 
TRIO プログラム，チュータリングセンターについて担当責任者よりこれらのプログラムの 
特徴をヒアリングした．さらに入学登録から授業開始 1 学期までの学業定着施策をカレッ 
ジレベル準備教育部長，学生持続支援サービス担当（英語担当教員，数学担当教員），イ 
ングリッシュセカンドラーニング（ESL）担当教員から聞いた． 
29）Angela Duckworthのやり抜き力理論とDonna Beegleのエッセイ 
Communication Across Barriersを全学共通で使用しているとのこと． 
30）ベルビューカレッジでは，10 月 26 日（月），はじめに国際部長からベルビューカレッ 
ジの特徴について聞き，学業定着施策はすべて，学生指導担当副部長，スチューデントサ 






33）グリーンリバーカレッジでは，10 月 30 日（金），はじめに国際部長と国際部プログラ 
ムマネージャーからベルビューカレッジの特徴について聞き，学業定着施策はすべて学生 
担当副学長から聞くことができた． 
























































徒・学生支援等に対する基礎調査」調 査 研 究 報 告 書，:12-13,52. 


















日本学生相談学会 50 周年記念誌編集委員会編,2010,「学生相談ハンドブック」学苑社:103. 































省ホームページ』（http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1312463.htm. 2016. 1. 22.） 
文部科学省,2011b,「専修学校設置基準の概要」『文部科学省ホームページ』生涯学習政策局
生涯学習推進課専修学校教育振興室  
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1 14,792 636 4.3% 708 4.8% 471 246 253 464 269 443
2 11,653 145 1.2% 228 2.0% 126 94 92 127 88 131
3 4,727 43 0.9% 78 1.7% 43 35 52 26 32 45
4 573 7 1.2% 11 1.9% 4 7 6 5 5 6







































Adolescent Sexuality & Pregnancy Prevention Program 
Adolescent Transitions Program 
Advancement Via Individual Determination (AVID) 
Athletes Training and Learning to Avoid Steroids (ATLAS) 
Big Brothers Big Sisters 
Brief Strategic Family Therapy 
Career Academy 
CASASTART 
Check & Connect 
Children of Divorce Intervention Program 
Coca-Cola Valued Youth Program 
Cognitive Behavioral Therapy for Child Sexual Abuse 
Coping Power 
Families & Schools Together (FAST) 
Family Matters 
Fast Track 
Functional Family Therapy 
Good Behavior Game 
Guiding Good Choices (formerly Preparing for the Drug-Free Years) 
Helping the Noncompliant Child 
Keepin’ it REAL 
LifeSkills Training 
Linking Interests of Families & Teachers 
Los Angeles’ Better Educated Student for Tomorrow (LA’s BEST) 
Midwestern Prevention Project (Project STAR) 
Multidimensional Family Therapy 




Preventive Treatment Program 
Project Graduation Really Achieves Dreams (Project GRAD) 
Project Toward No Drug Abuse 
Project Towards No Tobacco Use 
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Prolonged Exposure Therapy for PTSD 
Promoting Alternative Thinking Strategies (PATHS) 
Quantum Opportunities 
Responding in Peaceful and Positive Ways 
Safe Dates 
Schools & Families Educating Children (SAFE Children) 
Skills, Opportunities, and Recognition (SOAR) 
School Transitional Environment Program (STEP) 
Strengthening Families Program 
Strengthening Families Program for Parents and Youth 10-14 
Success for All 
Teen Outreach Program 
The Incredible Years 
Too Good for Violence 
Trauma-Focused Cognitive Behavioral Therapy 























付録 1 専門学校と連携する外部専門機関へのインタビュー 
1．日程 
インタビューを行った学校または団体名 日程 
X 専門学校 2016 年 1 月 29 日（月） 
Y 専門学校 2016 年 1 月 15 日（金） 
Z 専門学校 2016 年 5 月 23 日（月） 
恵庭市教育委員会 2016 年 1 月 29 日（月） 
キズキ共育塾 2016 年 3 月 14 日（月） 




















（2）Advancement Via Individual Determination (AVID) 




































































まず，本研究の第 2 章のアンケート調査にご協力いただいた専門学校 18 校の教務部長の
皆様に心より感謝申し上げたい. 

















2017 年 3 月 13 日 
                                  志田 秀史 
